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  岩手県障がい者プラン（障がい者計画）の令和４年度における主な取組実績              

 

Ⅰ 障がい者の権利を守り、障がい者のニーズや特性に応じた適切な支援を提供する 
具 体 的 推 進 方 向 主な取組実績（令和４年度） 

１ 障がい者の
権利擁護 

・各市町村社協及び市町村に相談窓口を設置 

・24 時間 365 日対応の障がい者 110 番の設置 

・相談窓口職員や事業所職員等を対象とした研修会、民間団体等を対象とした出前講座の実施 

・共に学び共に生きる岩手県づくり条例推進協議会の設置 

・共生き条例や差別解消法に係る普及啓発（パンフレット、ラジオ広報等） 

・障がい者虐待対応マニュアルの周知 

・成年後見制度普及、権利擁護体制整備研修会の実施 

・基幹的社会福祉協議会への成年後見コーディネータの配置 

・障害福祉サービス等情報公表システムの運用、周知 

２ 相談支援体
制の充実・強
化 

・各種研修（相談支援従事者研修、精神障がい者地域移行・地域生活支援関係者研修等）の実施 

・精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築推進事業の構築に向けた検討 

・市町村発達支援関係者ミーティングの実施 

・療育、相談事業への臨床心理士等による専門的な相談機能の提供、障がい児とその家族、関係

機関等に対する相談、助言等の実施 

・岩手県発達障害者支援センターにおける関係施設・機関等への支援 

・９圏域に就労・生活支援センターを設置し、障がい者の就労に向けた相談支援を実施 

・いわてリハビリテーションセンターを支援拠点とした相談窓口の設置、研修会や岩手県連絡協

議会の開催 

・地域生活定着支援センターによる相談支援の実施 

３ 医療体制の
充実 

 

・医療・福祉・行政関係者を対象とした研修会の実施 

・精神医療審査会における適正な審査、実地指導における入院患者の退院・自立支援に向けた体

制づくり 

・精神科救急情報センターにおける一元的な精神科救急に係る相談、精神保健福祉法に基づく通

報等による速やかな医療及び保護が必要となる者のトリアージの実施 

・難病患者に対する医療費助成、特定疾患治療研究事業の実施 

・小児慢性特定疾病医療費助成の実施 

・心身障がい児・者の歯科診療事業の実施、歯科医療提供体制検討会の設置 

・重症心身障がい児等、医療的ケア児支援者育成事業の実施 

・医療的ケア児コーディネーター研修の実施 

４ 多様な障が
いへの対応 

・岩手県重症心身障がい児・者及び医療的ケア児・者支援推進会議の開催 

・岩手県医療的ケア児支援センターの設置 

・岩手県発達障害者支援センターにおける関係施設、機関等への支援 

・高次脳機能障がい者とその家族を対象とした相談窓口の設置、相談支援の実施 

・難病患者地域支援ネットワーク事業の実施、岩手県難病相談支援センターにおける相談・支援、 

就労支援の実施 

・県ひきこもり支援センター（県精神保健福祉センター）や保健所において、専門相談や訪問指

導のほか、民生児童委員や一般県民を対象とした研修会や公開講座を実施 

・家族教室や家族相談会等による家族活動の支援 

５ 障がい者を
支える人材の
育成 

・福祉人材の就業の促進 

 ＊福祉人材センターにおける無料職業紹介 

  ＊関係機関（ハローワーク等）と連携した求人・求職者開拓を実施 

  ＊福祉の総合就職相談会の開催 

  ＊小中高生を対象した福祉の仕事に関する出前講座の実施 

・福祉行政職員及び社会福祉事業従事者を対象とした「岩手県社会福祉研修」の実施 

・障がい者相談支援従事者研修の実施 

・サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者研修の実施 

・認定調査員・市町村委員会委員研修の実施 

 

 

資料 ４ 
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Ⅱ 健康な心と体を育み、ライフステージに応じた切れ目のない支援を提供する 
具体的推進方向 主な取組実績（令和４年度） 

１ 障がいの早

期 発 見 と 疾

病・介護の予

防 

・岩手県医療的ケア児支援センターの設置 

・総合周産期母子医療センターや地域周産期母子医療センターへの運営費等補助 

・妊婦の健診や診療情報を共有する周産期医療情報ネットワーク「いーはとーぶ」の運営 

・タンデムマススクリーニング法（新生児代謝異常の検査）による検査の実施 

・特定健康診査及びがん検診受診率の向上に向けた受診勧奨、市町村等の従事者向け研修会の開催 

・障がい児・者の定期的な歯科健診、歯科保健指導等の実施等 

・うつやメンタルヘルス等に関する普及啓発、健康教育の実施 

・精神保健福祉センターにおいて、こころの健康づくりに関する技術支援 

・保健所及び精神保健福祉センターにおいて、精神保健に関する相談対応等 

・「岩手県こころのケアセンター」及び「地域こころのケアセンター」、沿岸７市町村に「震災ここ

ろの相談室」を設置し、被災地におけるこころのケアを継続実施 

２ 療育支援体

制の充実 
・岩手県立療育センターにおける医療、福祉、教育が一体となったサービス提供 

・障がい児の受け入れ等に対応した加算措置による保育園等への支援 

・障がい児を受け入れる放課後児童クラブにおいて、専門的知識等を有する放課後児童支援員等を

配置する場合の補助の実施、放課後児童支援員認定資格研修において障がい児の育成支援等の研修

科目を設けるなど、受入体制の整備を支援 

３ 教育の充実 
・早期からの継続した教育支援体制の整備（引継ぎシートの作成と活用） 

・「特別支援学校と企業との連携協議会」の開催 

・特別支援教育コーディネーター連絡会の開催 

・特別支援学級・通級による指導担当教員を対象とした継続的な研修 

・特別支援学校児童生徒の副次的な籍「交流籍」を活用した交流及び共同学習の実施 

・高等学校等への特別支援教育支援員等の配置 

・岩手県立学校における看護職員の配置 

・特別支援教育サポータ－養成講座の実施 

・障がい児等受入のための学校施設の整備（エレベーター、トイレ、スロープ等） 

４ 地域リハビ

リテーション

体制の充実 

・福祉総合相談センターにおいて「地域リハビリテーション推進事業」を実施 

（研修、専門的相談窓口の設置、市町村支援等） 

・岩手県リハビリテーション協議会を開催し、地域リハビリテーションの適切かつ円滑な推進方策

等の協議を実施 

・いわてリハビリテーションセンターにおいて、県内の地域課題に対応した関係職員への研修や地

域リハビリテーション広域支援センター事業への講師派遣などの支援を実施 

・地域リハビリテーション広域支援センターにおいて、施設・事業所等の職員に対する、自立支援・

重度化防止を目的とした研修や専門職の派遣調整のほか、当事者・家族会の支援等を実施 

・教育研修事業として、患者家族教室、施設職員を対象とした講師派遣を実施 

５ 障がい者の

高齢化への対

応 

・グループホームをはじめ障害福祉サービスを提供しようとする法人に対し、社会福祉施設等施設

整備に係る補助を実施 

・各種研修会等での共生型サービスの周知を実施 

・各振興局単位での相談支援 
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Ⅲ 障がい者の自己選択・自己決定に基づく、自立と社会参加を促進する 
具 体 的 推 進 方 向 主な取組実績（令和４年度） 

１ 多様な就労

の場の確保 

 

・安定的な雇用の確保等に関する要請活動の実施(岩手労働局、盛岡市合同） 

・岩手県障がい者雇用優良事業所等表彰（知事表彰）の実施 

・県ホームページにおいて障がい者雇用優良事業所及び雇用事例を紹介 

・事業所向け障がい者雇用促進セミナーの実施 

・特別支援学校保護者向け就職のてびきの作成 

・障がい者就労・生活支援センターによる障がい者の就労に向けた相談支援の実施 

・障がい者の態様に応じた多様な委託訓練の実施 

・岩手県障がい者技能競技大会の開催、全国障害者技能競技大会への選手派遣 

・職場適応援助者（ジョブコーチ）養成研修の実施 

・障がい福祉計画において圏域ごとのサービス見込量を定め、就労支援事業所の整備を推進 

・いわて障がい者就労支援センターを設置し、農林水産業者等とのマッチング支援やセミナーを

開催 

・障がい者就労支援事業所等からの物品調達に関する方針を策定し、官公需の促進について庁内

各課に周知 

・工賃引上げ支援セミナーの開催 

２ 社会参加活

動の推進 

 

・岩手県障がい者社会参加推進センターの設置 

・「障がい者週間」行事等において、障がい者の文化・芸術作品の展示・表彰を実施 

・障がい者芸術活動支援センターによる創作活動等に係る相談窓口の設置 

・在宅等で創作活動を行っているために、県民の目に触れていない障がい者及び作品に係る調査

及び有識者等指導者の派遣の実施 

・第 30 回岩手県障がい者文化芸術祭、ふれあい音楽祭 2022 の開催 

・いわてアール・ブリュット巡回展 2022 の開催 

・三陸国際芸術祭と連携し、大船渡市内防波堤での作品展示を実施 

・東京 2020 パラリンピック１周年記念イベントへのブース出展として、首都圏等への作品展示を

実施 

・障がい者を対象としたスポーツ教室の実施 

・パラスポーツ指導員養成講習会（初級・中級・フォローアップ）の実施 

・岩手県障がい者スポーツ大会の開催 

・障害者施策推進協議会、障がい者自立支援協議会において障がい当事者を委員に任命 

・視聴覚障がい者情報センターにおいて情報機器の展示・貸出しを実施 

３ 障がい者に

対する県民理

解の促進 

 

・不利益な取扱いの相談窓口の周知 

・障害者差別解消法リーフレットの作成、配布 

・「障がい者週間」の障がい者文化芸術祭等、新聞広告やラジオＣＭ等の普及啓発活動 

・特別支援学校児童生徒の副次的な籍「交流籍」を活用した交流及び共同学習の実施（再掲） 

・特別支援教育サポーター養成講座の開催・周知 

４ 情報提供の

充実 

・視聴覚障がい者情報センターにおいて以下の取組を実施 

 ＊パソコンボランティア養成・派遣を実施 

 ＊情報機器の展示・貸出しを実施 

  ＊点字図書、録音図書、字幕入りビデオなどの貸出・閲覧や、対面朗読サービス等を実施 

  ＊視聴覚障がいに係る情報支援ボランティアを養成 

・県の意思疎通支援事業による手話通訳者・要約筆記者の派遣 

・各広域振興局等への、ろうあ者・盲ろう者相談員の設置 
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Ⅳ 障がい者が必要な支援を受けながら、安心して暮らしていける地域をつくる 
具 体 的 推 進 方 向 主な取組実績（令和４年度） 

１ 障がい福祉

サービスの充

実 

 

・障がい福祉計画策定において圏域ごとに各障がい福祉サービスの見込量（必要量）を定め、社会

福祉施設整備等補助金交付や技術的助言等により、就労支援事業所や生活介護事業所等の整備を

支援 

・相談支援従事者、サービス管理責任者、強度行動障害援護従事者等の養成研修を実施 

２ 地域移行の

推進 

 

・県障がい者自立支援協議会地域移行・相談支援部会を開催し、地域移行の推進方策等について検

討 

・県内全圏（9圏域）で精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築推進事業の実施に向けて

体制を検討 

・精神障がい者地域移行・地域生活支援関係者研修を実施 

３ 多様な主体

による生活支

援の促進 

 

・視聴覚障がい者情報センターにおいて、視聴覚障がいに係る情報支援のボランティアを養成 

・ボランティア及び活動推進を担う人材の育成「2022 ボランティア体験 in いわて」の実施 

・ボランティア出前講座の実施 

・市町村ボランティアセンター（市町村社会福祉協議会）へ、岩手県障がい者スポーツ大会でのボ

ランティア「ココロをつなぐパートナー※通称ココパト」公募の周知について協力を依頼するな

ど、活動のコーディネートの取組 

・岩手県障がい者スポーツ大会でのボランティア「ココロをつなぐパートナー※通称ココパト」の

一般公募を行い、令和 4 年度には 203 名の参加があったほか、各種大会においても学生ボランテ

ィアを養成 

・重層的支援体制の構築に向けた人材養成事業の実施 

・地域福祉フォーラムの開催 

・ひとにやさしいまちづくりセミナーの開催 

４ 住まいやま

ちのユニバー

サルデザイン

化の推進 

 

・県営住宅における段差解消や浴室等への手すり設置など改修工事を実施 

・「高齢者及び障がい者にやさしい住まいづくり推進事業」により、市町村が行う要援護高齢者等

の世帯の住宅改修に対する助成 

・ひとにやさしいまちづくりセミナーの開催（県民、市町村職員等対象） 

・県立施設（災害公営住宅等）新築に係る意見聴取会の開催 

・いわてユニバーサルデザイン電子マップの管理運営 

・いわてユニバーサルデザイン電子マップ施設調査 

・ひとにやさしいまちづくり条例の整備基準への適合指導及びユニバーサルデザイン化の周知普

及 

・視覚障がい者用付加装置を備えた信号機の設置 

・交通指導取締りによる歩行空間の確保 

・県政広報（テレビ、ラジオ、広報誌、新聞等）によるひとにやさしい駐車場利用証制度及び適正

利用の周知 

５ 防災・防犯

対策の充実 

・自主防災組織リーダー研修会の開催 

・災害救助法等担当者説明会の開催 

・個別避難計画市町村担当者研修会の開催 

・災害発生時における被災状況等を把握するシステムの訓練実施 

・東日本大震災津波被災地における専門的なこころのケアを、発災後から継続して岩手医科大学

に委託し実施 

・災害派遣精神医療チーム（DPAT）の派遣体制整備のため、技術向上等を目的とした研修会を実施 

・災害派遣福祉チーム員登録研修等の開催等 

・災害派遣福祉コーディネーターの配置 

・県社協のホームページに「障がいのある方たちの災害対応のてびき」及び「おねがいカード」の

データを掲載、周知 

・岩手県消費者施策推進計画に基づき、県民生活センター等と連携して日常生活自立支援事業や

成年後見制度の周知及び利用促進を実施 

・通常の警察活動による個別訪問、関係機関・団体等が開催する各種研修会を通じて、特殊詐欺な

どの情報提供・被害防止のための広報等に取り組むとともに防犯対策について助言 

 


